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【 凡 例 】 

１ 記述の範囲は、原則として令和 6 年 3 月末までとした。 

２ 氏名については、原則として敬称を略した。 

３ 計数値の単位未満は、特別の場合を除き四捨五入した。 

４ 次の左欄に掲げる法令等の表示については、本文中での使用頻度が高いため、特段の略称規

定を設けることなく、右欄に掲げるものの略称として使用している。 

  なお、文中に引用されている個別の資料等（活字ポイントの小さい部分）のうち、既に別途

の略称を用いているものについては、これらの例外扱いとした。 
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一 元 化 法  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律（平成 24 年法律第 63 号） 

改 正 法 附 則   被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律（平成 24 年法律第 63 号） 

平成 27 年厚年経過令   被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律の施行に伴う厚生年金保険の保険給付等に関する経過

措置に関する政令（平成 27 年政令第 343 号） 

年 金 機 能 強 化 法   公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年

金法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 62 号） 

持続可能性向上法   公的年金制度の持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部

を改正する法律（平成 28 年法律第 114 号） 

 

  




